












































































































































































9 『前掲・図説森林・林業白書（平成15年度）』118 〜 119頁、餅田治之編『日本林業の
構造的変化と再編過程』（2002年　農林統計協会）219 〜 237頁、総理府 ｢昭和55年森林、
林業に関する世論調査｣（『森林・林業白書（平成16年度）』（平成17年　日本林業協会）
19頁。


































































































































































ついて』（2002年地球社）135 〜 185頁、71 〜 75頁、全国森林計画（平成13年10月変
更）については、『前掲・新しい森林・林業基本政策について』69 〜 75頁、342 〜 370頁、
国民森林会議編『森林の再生に向けて－環境と生産の両立を考える－』（2006年日本林


















































































































































































































































































































































































年お茶の水書房）28 〜 29頁。 


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































43 宇賀克也『前掲・行政法概説Ⅰ 行政法総論 【第4版】』89 〜 100頁、曽和俊文・山田洋・
亘理格『現代行政法入門 第2版』（2011年有斐閣）58 〜 81頁。
44 拙稿 ｢前掲・森林所有権の公共性と所有権制限」77頁以下、依田薫『一目でわかる日
本の許認可制度のすべて』（1993年日本実業出版社）10頁、118頁、166頁。
45 曽和俊文・山田洋・亘理格 『前掲・現代行政法入門 第2版』66 〜 68頁。















































































民 法（209条 以 下）
相隣関係規定、建物









































画 法11 ～ 27条、
公用地の拡大推進



























































































































































　築 基 準 法8条 以





























































































































































































































































































































61 イギリスでは、第2次世界大戦後の1947年農業法（Agricultural Act 1947）で義務を
伴う農地所有権・利用権を確立し、地主は適正な所有地の管理を義務付けられ、借地人
には適正な耕作義務を課すことを明文化し、違反した者には、農地を強制買収する旨を


































































































64 権利・義務に関しての記述では、中村宗雄博士『法学通論』（1954年敬文堂）11 〜 13
頁のご高著からの示唆が大であり、参考とさせて頂いた。
52
用に関する制限の法理を確立する必要がある。④土地所有権、特に森林所
有権の法構造を考究する場合は、使用収益権と処分権を担保するために、
法的拘束力のある森林の整備、保全義務を森林所有権者に課す必要性を感
ずる。問題は、主要な私有財産である土地に義務を課しうる法的根拠づけ
である。本稿では、森林所有権の公共性と財産権の法構造（所有権に包含
される権利、義務の重層構造）にその根拠を求めたが、この問題は今後も
継続して考究していきたい。
本稿で考察した以上の「森林所有権の法構造」の結論を図示すれば以下
のようになる。
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註
⑴
⑵
⑶
⑷
森林所有権
森林所有権は機能の公共性の強弱に関して、基本所有権（民法206条）
を根底に、その上の一般土地所有権（民法207条）、農地所有権（農
地法3～ 5条）の最上位に位置付けることができる（図‐④所有権の
階層関係図参照）。
森林所有権の法構造の構図の基本としては、森林所有権の公共性と
所有権制限および所有権の客体（森林）の整備保全義務の三モーメ
ントを重要な要素に据える。
「強い公共性」の森林としては、国土、環境保全林を、「中間の公共性」
としては、生態系保全林、生活・健康・文化林を、「弱い公共性」の
森林としては、木材・産業資源生産林を想定する。
所有権（財産権）の法構造（権利、義務の重層的法構造）の典型は、
ドイツ・ワイマール憲法（153条3項）、ボン基本法（14条2項）の「所
有権には義務を伴う」との規定を挙げ得る。
現行関係法
民法1条1項・206条・207条、
土地基本法2条、農地法3 ～
5条、森林・林業基本法2条、
3条（憲法29条1項・2項）。
問題点
現行所有権法制では、公共性
の中身が空虚である→公共性
の条件の明確化、公共性の強
弱の数値化が求められる。
②所有権制限の法理の確立 ③森林の整備・保全の義務化
現行法（森林法）による許認可制限
例、開発、形質の変更の制限（10条
の2～ 3、30条、31条）、森林利用・
伐採の制限（10条の8～ 9、15条、
34条の2）、使用権設定の制限（52条
以下）など。
所有権制限の基準（案）
公共性の強弱の数値化による所有権
制限の合理的基準を確立（例、強い
公共性、中間の公共性、弱い公共性
に対応した所有権能の制限）。
義務を課し得る法的根拠
●森林（森林地盤、森林の機能、
森林所有権）の公共性。
●所有権の有する権利、義務の
二面的基本構造に求める。
現行法（森林・林業基本法）
森林の整備、保全の「責務」（同
法9条）は、法的拘束力を有し
ない。
図－⑥　森林所有権の法構造の構図
①公共性の観念の導入
大澤　森林所有権理論の法構造と展開
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<註記>
本稿は、森林所有権に関する研究論文「森林の公共性と森林法制の基本
原理」（横浜市立大学論叢社会科学系列第58巻第1・2・3合併号）、「森林
所有権の公共性と所有権制限」横浜市立大学論叢社会科学系列第60巻第1
号）、「森林の整備・保全義務に関する一考察」横浜市立大学論叢社会科学
系列第60巻第2・3合併号）の三編を再検討し、再構成した（併せ図表化・
数値化を試みた）ものである。したがって、この三編の中でご教示、参考
とさせて頂いた文献については、当該論叢の中で詳しく記述してあるので、
本稿では一部割愛させて頂いている部分もある。
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